
様式第２号（第４条関係）

１■事務事業の概要

　

　 部
課

又は施設

　　

②項

対象と
対象の数

教育部 文化会館 係 文化振興係

１－１事務事業の
名称

　自主事業販売促進事業

文化振興担当係長　蟹江　忠夫

１－３総合計画に
おける施策の体系

①節
教育文化 　③基本施策 　文化・芸術活動

生涯学習の推進

１－２担当

コード 4―1―2

「個性ある文化と豊かな人間性を育むまちづくり」 　④単位施策(中） 　文化事業・イベントの充実 コード 4―1―2―1 

　

4―1―2―1―3　自主事業のＰＲ　⑤単位施策(小） コード

１－４事務事業の
目的の精査

 市民
意図（対象を事務事業によっ
てどのような状態にするの
か）

  近隣にも数多くの文化ホールがあるが、市が主催する自主事業を地元で優れた音楽、演劇鑑賞の機会を提供し、市民の文化意識の
高揚を図る対象の数

　

２■事務事業実施の状況

平成18年度

　
平成19年度

平成20年度

平成21年度

　事業を市広報に掲載、チラシを作成し広報に折込、また
市内公共施設の窓口にチラシを配置、地域のホームニュー
スに掲載周知した。

　入場者からのアンケート結果は、チケットの価格が高くてもよいから、知名
度の高い上級の公演を希望する人が90パーセント以上を占めている。

社会状況等の事務事業がおかれる環境把握 市民ニーズの認識

目的の精査

　市の事業として、公演内容を出来るだけ多くの市民に提供
するようにしているが、多くのジャンルの希望者が多い。

１－５事務事業の
内容

　広報掲載、チラシ配布、ポスター掲示、新聞等への記事掲載等を行ってＰＲする。

２－１事務事業の
実施における基本

事務事業実施にあたって心がけた改善の取組み

か）
高揚を図る。

　入場者からのアンケート結果は、チケットの価格が高くてもよいから、知名
度の高い上級の公演を希望する人が90パーセント以上を占めている。また、市
主催による文化展や講演ニーズも存在している。

〃 〃

〃
　昨年と比較して自主事業予算も減額となっている。これ以
上の削減は、市民の興味を引く事業の企画確保が難しくなる
ので、現行の予算額の確保は必要である。

　鑑賞型事業については、市民の期待する内容によって偏りがある。幅広い分
野で事業を計画すれば入場者数にも偏りが現れるが、市の直営で実施されるも
のであり、偏った計画はあるべき姿ではないとも考える。

〃

　市民参加型事業では、参加団体の協力によるＰＲに努め
た。

　文化芸術振興法に基づき、事業を地域の特性に応じた文化
施策の一環として位置づけることにより、施策をより深化さ
せる。

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

　

活動実績
(単位)

８５（％）

　平成２７年度

5,080（人） 5，618（人）

　平成２１年度 　平成２２年度 　平成２３年度

自主事業のうち有料入場事業のチケット販売率（販売枚数÷販売可能枚数）を目標数値として設
定

指標の説明

実施における基本
認識

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度

7,028(人) 7,204(人) 7,367(人)

２－２総合計画に
おける単位施策成
果指標

事務事業成果指標名 前期目標値(単位) 後期目標値(単位)

チケット販売率 ８０（％）

　平成２６年度　平成２４年度 　平成２５年度

　行政改革の一環として、本年度より、入場料を段階的に見直して行くこととした。

　 ａ(単位)
直接事業費
ｂ（千円）
人件費
ｃ（千円）
合計コスト
ｄ(ｂ＋ｃ)
（千円）

単位コスト
ｄ／ａ
（千円）

5,080（人） 5，618（人）

２－３成果指標に
係る活動実績とコ
ストの推移（アウ
トプット分析）

7,028(人) 7,204(人) 7,367(人)

3,026 3,296 2,813

2,345 2,335 2,318 2,260 2,193

2,935 2,784

当たり

5,371 5,631 5,131 5,195

当たり
入場者
当たり　0.7

入場者
当たり　1.0

入場者
当たり　0.9

4,977

当たり当たり 当たり

アウトプット実績（活動数値）の補足説明
　直接事業費は、自主事業チラシ作成費、広告費の経費等2,784千円を直接経費としている。　人件費は、係担当の年度内の関わり（事務分担実績）から0.7人の0.5として平成22年度
は算定した。6,266千円×0.7×0.5＝2,193千円

入場者
当たり　 0.7

入場者
当たり　0.7



　

後期目標値
に対する達
成度（％）

３■事務事業の自己評価結果

　
単年度
担当課評価

　　　　　
　　● ４段階評価結果 Ａ ： 上位目的である施策に貢献しているので継続する ● 判断の基準　①必要性（必要な事務事業であるか）

Ｂ ： 事務事業の実施手法や環境（予算的・人的）に改善が必要 　　　　　　　 ②公共性（公が実施する意味があるか）
　 Ｃ ： 縮小等、事務事業としての見直しが必要  　　　　　　　③妥当性（ニーズに対して投入が適正か）

Ｄ ： 事務事業の廃止が相当 ④効率性（結果に至る活動に無駄はないか）

　平成２１年度

２－４成果指標に
対応する実績と達
成度の推移

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度

104.3 94.5 99.3

指標対応実
績(％)

88.7 80.3

　平成２２年度 　平成２３年度 　平成２４年度 　平成２７年度　平成２５年度 　平成２６年度

84.4 77.3 85.4

90.9 100.5

　平成２５年度 　平成２６年度 　平成２７年度３－1　評価結果
(アウトカム自己分
析）

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度

Ａ Ａ Ａ

　平成２１年度 　平成２２年度 　平成２３年度 　平成２４年度

Ａ Ａ

Ｄ ： 事務事業の廃止が相当 　　　　　　 ④効率性（結果に至る活動に無駄はないか）
 　　　　　　　⑤有効性（活動の結果が上位の目的に貢献しているか）
               ⑥市民満足度（事務事業が対象にしている市民を満足させているか）

　　　　　 

平成18年度

　
平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

３－２評価の内容

今後の環境変化を踏まえた課題認識 次年度に向けて改善する取組み 事務事業の担当課としての単年度の取り組みの自己評価
　優れた芸術文化への期待と関心が高まる中、市民の期待
する方向で推進する。

〃

　チケット販売率の向上と入場者数の増加 　ある程度の入場者数を確保できているので、事業効果は現れている。

〃 　より良いものを提供し入場者数の増加を図る。 　人気の高いものを提供し、入場者数の増加が図れた。

　前年より、事業実施予算が削減され、企画事業規模の縮小が行われたため入
場者数全体が縮小した。事業内容により偏りはあるが、引き続きＰＲに努める
必要がある。

〃 〃

　文化振興法では、地域の特性や時代のニーズに合った活
動を求められている。今後も市民の意見を尊重し、ＰＲを
心がけたい。

　限られた予算の範囲で、より良いものを市民に提供し、入
場者数の増加を図る。

　文化振興法では、地域の特性や時代のニーズに合った活動を求められている。今後も市民の意見を尊重し、より良いものを提供し入場者数の増加を図るため、引き続きＰＲに努める。しかしながら、
入場料の値上げによるチケットの購入意欲の動向を慎重に見極める必要がある。

平成25年度

平成26年度

平成27年度

４■事務事業の総合評価結果

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

４－１総合評価の
結果

結果 審査会による改善方向の指示

Ａ 　継続して事業を進めること。

Ａ 　継続して事業を進めること。

Ａ 　継続して事業を進めること。

Ａ 　継続して事業を進めること。

Ａ 　継続して事業を進めること。

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度


